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１.はじめに
　少子化の影響を受けて学生確保に困難をき
たす大学が数多く現れてきた。このため相当
数の大学が厳しい財政運営を余儀なくされて
いるものと推測されるが、その状況をどのよ
うな指標でとらえればいいのだろうか。
　大学法人の財政状況は、経常的経費にかか
る収支の均衡をもって判断するというのが一
般的であろう。しかしながら、基本的には自
前で教育研究用の施設設備を取得しなければ
ならないという現実がある大学法人に対して
は、経常的経費の均衡だけでなく設備投資の
水準についても少し考えてみる必要があるよ
うに思われる。
　そこで本稿では、とくに施設設備への投資
額に焦点を当てて東海 3県の 39の大学法人
の財政状況を分析してみることにした。な
お、学校法人会計基準は 2013（平成 25）年
4月にその一部が改正され、2015（平成 27）
年度（知事所轄学校法人についてはその翌年
度）からは新しい基準に沿った会計処理が求
められることになったが、ここでは旧会計基
準が適用されていた 2015年 3月期までを取
り上げている（注 1）。
２.分析にあたって
　旧学校法人会計基準のもとでの資金収支計
算書ならびに消費収支計算書には傘下の諸学
校ごとの収支の内訳が示されているが、貸借
対照表は法人全体としてのものしか作成され
ない。そのためストック数値を利用しようと
するならば、分析は学校法人が擁する大学部
門についてではなく、当該学校法人を全体と
して対象とせざるを得ない。なお、本稿で
「大学部門」と記されている場合にはその数
値は大学のみのものであり、また「大学法
人」とある場合には法人が擁するすべての学
校を集計した数値であることをここで確認し
ておきたい。
　ところで学校の収入支出構造は、学校部門
間で大きく異なっている。日本私立学校振
興・共済事業団『今日の私学財政』（各学校
版）によると、2015年 3月期の大学部門（医
歯系を除く）、短期大学部門、高等学校部門、
中学校部門、小学校部門の消費収支計算書は
表 1のようになっている。
　収入面から見れば、学生生徒等納付金への
依存度が高い大学部門・短期大学部門と、補
助金の占める割合が高く学生生徒等納付金の
比重が相対的に低い高等学校部門・中学校部
門・小学校部門に二分して扱うことが可能で
あるように思われる。これに対して支出面で
は、短期大学は大学と高等学校・中学校・小
学校との中間的な位置にあると言えよう。
　たとえばある大学法人が、表 1で示される
ような平均的な財政構造を持つ大学と高等学
校の 2校を擁しているものとする。このと
き、大学法人全体の学生に占める大学生の比
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率が変化すると、大学部門、高等学校部門そ
れぞれの収入支出の構成割合は一定であった
としても、両者を加重平均した数値は以下の
ように変化することになる。
大学生比率 90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 20% 10%
学生生徒等納付金比率 76.38% 74.25% 71.98% 69.56% 66.98% 64.21% 61.24% 58.04% 54.60%
補助金比率 10.76% 12.92% 15.22% 17.67% 20.29% 23.10% 26.11% 29.35% 32.85%
人件費比率 49.86% 50.89% 51.99% 53.16% 54.41% 55.75% 57.19% 58.73% 60.40%
教育研究経費比率 33.44% 32.80% 32.12% 31.40% 30.63% 29.80% 28.91% 27.96% 26.93%
　したがって、資料上の制約から学校法人全
体としての数値を利用せざるを得ないにして
も、可能であれば何らかのかたちで諸学校の
学生生徒構成比率の違いなどに配慮すること
ができれば望ましい。しかしそのことはなか
なか難しいので、本稿のように東海 3県の 39
大学法人を分類するにあたって学生生徒の構
成比率といったような尺度を利用してもあま
り意味がないということになりかねない。
　にもかかわらずここでは、①大学部門の定
員充足率（注 2）と、②各大学法人の学生生徒
総数に占める大学・短期大学の学生数（大学
院生および留学生別科生等を含む）、という
2つの軸で 39大学法人を分類することにし
た。そうすることによって、たとえばある学
校法人の数値は大学・短期大学部門の状況が
強く反映しているのか、それとも高等学校以
下の諸学校の数値が大きく影響している可能
性が高いのか、といったような情報が得られ
ることを期待したためである。
３.東海 3県の大学法人の消費収支計算書
●表 1　2015年 3月期の全国の大学部門（医歯系を除く）、短期大学部門、高等学校部門、中学校部門、 
小学校部門の消費収支計算書
（単位：百万円、％）
　 大学部門 短期大学部門 高等学校部門 中学校部門 小学校部門
学校数          555 学校数        333 学校数       1,288 学校数        738 学校数        207
学生数 1,761,631 学生数  126,334 学生数 1,016,104 学生数  249,408 学生数   75,322
学生生徒等納付金 2,082,042 78.38 145,239 74.82 551,738 50.86 166,540 60.51 49,614 60.46
手数料 75,258 2.83 2,902 1.50 18,168 1.67 6,083 2.21 651 0.79
寄付金 58,103 2.19 4,247 2.19 36,695 3.38 10,249 3.72 3,849 4.69
補助金 231,619 8.72 25,383 13.08 397,438 36.64 76,068 27.64 21,355 26.02
資産運用収入 56,738 2.14 3,572 1.84 13,065 1.20 3,183 1.16 1,030 1.26
資産売却差額 25,673 0.97 1,114 0.57 9,725 0.90 1,688 0.61 225 0.27
事業収入 57,728 2.17 4,000 2.06 22,387 2.06 5,114 1.86 3,504 4.27
雑収入 69,033 2.60 7,652 3.94 35,613 3.28 6,270 2.28 1,829 2.23
帰属収入合計 2,656,195 100.00 194,110 100.00 1,084,830 100.00 275,227 100.00 82,057 100.00
基本金組入額合計 -272,517 -10.26 -18,200 -9.38 -125,048 -11.53 -33,467 -12.16 -9,676 -11.79
消費収入の部合計 2,383,678 89.74 175,911 90.62 959,782 88.47 241,760 87.84 72,381 88.21
人件費 1,298,730 48.89 112,994 58.21 674,825 62.21 174,256 63.31 49,519 60.35
教育研究経費 904,079 34.04 58,661 30.22 280,076 25.82 70,041 25.45 24,309 29.62
管理経費 193,633 7.29 18,228 9.39 55,706 5.13 14,726 5.35 4,055 4.94
借入金等利息 5,532 0.21 302 0.16 4,107 0.38 1,008 0.37 453 0.55
資産処分差額 23,801 0.90 3,543 1.83 14,477 1.33 3,859 1.40 1,068 1.30
徴収不能引当額　 2,158 0.08 169 0.09 218 0.02 1,103 0.40 201 0.24
消費支出の部合計 2,427,933 91.41 193,897 99.89 1,029,410 94.89 264,993 96.28 79,605 97.01
消費収支差額 -44,255 -1.67 -17,986 -9.27 -69,628 -6.42 -23,233 -8.44 -7,224 -8.80
参考：帰属収支差額 228,262 8.59 213 0.11 55,420 5.11 10,234 3.72 2,452 2.99
（日本私立学校振興・共済事業団『今日の私学財政』より）
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●表 2　東海 3県の大学法人の、帰属収入に対する①学生生徒等納付金比率、②補助金比率、③基本金組入
率、④人件費比率、⑤教育研究経費比率、⑥帰属収支差額比率
（2010年 3月期から 2015年 3月期の間の加重平均：％）
定員充足率
～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～
95％～ ［01］ ① 77.54 ［02］ ① 64.31 ［03］ ① 78.22 ［04］ ① 78.77 ［06］ ① 79.07
② 15.21 ② 13.16 ② 13.27 ② 10.76 ②   9.13
③   6.83 ③   0.08 ③   1.75 ③ 10.36 ③ 11.40
④ 54.12 ④ 54.24 ④ 59.38 ④ 51.82 ④ 50.16
⑤ 32.13 ⑤ 41.86 ⑤ 29.07 ⑤ 34.40 ⑤ 28.70
⑥   0.88 ⑥  -9.12 ⑥  -2.98 ⑥   0.46 ⑥   0.67
［05］ ① 83.61
②   7.99
③ 14.45
④ 50.40
⑤ 31.33
⑥   9.97
90％～
85％～ ［07］ ① 77.25
② 10.55
③ 15.53
④ 50.79
⑤ 32.54
⑥ 10.69 
80％～ ［08］ ① 84.64 ［09］ ① 85.36
②   8.48 ②   8.00
③   2.50 ③ 15.64
④ 66.59 ④ 42.19
⑤ 31.34 ⑤ 31.77
⑥  -9.08 ⑥   7.90
［10］ ① 83.94
②   7.12
③ 27.34
④ 44.61
⑤ 27.57
⑥   8.92
75％～ ［11］ ① 70.81 ［12］ ① 82.27 ［13］ ① 74.27 ［14］ ① 84.76
② 13.43 ②   9.10 ② 12.61 ②   8.53
③   2.99 ③ 33.72 ③   8.57 ③ 18.54
④ 53.78 ④ 32.48 ④ 57.42 ④ 55.71
⑤ 32.79 ⑤ 29.61 ⑤ 32.24 ⑤ 30.45
⑥  -8.39 ⑥ 25.26 ⑥   0.44 ⑥   1.48
70％～ ［15］ ① 79.84 ［16］ ① 73.73 ［18］ ① 77.09
② 12.57 ② 15.52 ② 13.43
③   6.69 ③   7.63 ③ 10.27
④ 54.08 ④ 57.27 ④ 55.03
⑤ 29.82 ⑤ 27.87 ⑤ 35.43
⑥   5.78 ⑥  -6.67 ⑥   0.62
［17］ ① 74.18
② 14.76
③    3.25
④ 57.41
⑤ 29.29
⑥   8.04
65％～ ［19］ ① 68.41 ［20］ ① 79.28 ［21］ ①   83.94
② 21.46 ② 13.34 ②    7.04
③   7.47 ③ 13.38 ③    5.54
④ 56.76 ④ 59.04 ④  52.30
⑤ 34.08 ⑤ 25.40 ⑤  22.50
⑥   1.51 ⑥   6.61 ⑥ -16.85 
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60％～ ［22］ ① 71.84 ［23］ ① 73.57 ［24］ ① 70.49
② 17.49 ② 16.50 ② 14.24
③   3.90 ③ 13.63 ③   9.74
④ 61.40 ④ 60.05 ④ 55.78
⑤ 25.21 ⑤ 28.35 ⑤ 23.69
⑥   5.86 ⑥   4.46 ⑥  -5.45
55％～ ［25］ ① 72.17
② 18.65
③ 11.33
④ 67.52
⑤ 32.10
⑥ -8.92
50％～ ［26］ ① 68.88 ［27］ ① 65.66 ［28］ ① 74.70
② 20.54 ② 26.76 ② 18.81
③   3.56 ③   8.36 ③ 11.76
④ 66.71 ④ 62.67 ④ 61.55
⑤ 27.01 ⑤ 29.36 ⑤ 27.84
⑥  -4.27 ⑥  -0.97 ⑥  -0.05
45％～ ［29］ ① 60.03 ［30］ ① 59.28 ［31］ ① 70.12
② 17.15 ② 24.26 ② 22.78
③   3.10 ③   2.89 ③   5.17
④ 52.84 ④ 63.06 ④ 63.15
⑤ 32.95 ⑤ 21.79 ⑤ 24.49
⑥  -1.63 ⑥   4.84 ⑥   3.22
40％～ ［32］ ①  63.85 ［33］ ① 62.63
②  27.12 ② 31.96
③   2.61 ③ 12.13
④  83.00 ④ 61.31
⑤  27.32 ⑤ 26.93
⑥ -18.94 ⑥   4.71
［34］ ① 64.36
② 21.44
③   3.63
④ 58.55
⑤ 30.14
⑥  -7.77
35％～
30％～ ［35］ ① 66.43 ［36］ ①  63.20
② 22.10 ②  27.41
③   0.94 ③     1.53
④ 64.58 ④  71.63
⑤ 26.40 ⑤  22.24
⑥  -0.84 ⑥  -2.44
［37］ ①  56.14
②  31.92
③  10.69
④  73.15
⑤  27.66
⑥ -36.59 
［38］ ①  66.97
②  25.38
③     2.54
④  69.80
⑤  26.58
⑥   -3.12
25％～
20％～ ［39］ ① 64.75
② 24.90
③   5.14
④ 61.52
⑤ 26.89
⑥   1.98
大・短大生比率 （東洋経済新報社『私立大学財政データ』より）
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●表 2’　帰属収支差額比率（項目⑥）の総括集計表
定員充足率
100％未満 100％以上
75％～ － 0.57％ 　 5.07％
45％～ 　 0.11％ － 0.53％
20％～ － 7.88％  
大・短大生比率
　この表 2’からは、定員充足率が 100％以上
であっても大学・短期大学生比率が 45％以
上 75％未満のカテゴリーでは帰属収支差額
がマイナスになっているので、経営的には厳
しい状況が現れているように見える。ただし
大学法人においては、固定資産売却損や除
去・廃棄損の総称である「資産処分差額」が
大きな比重を占めることも少なくないので、
ここでは資産処分差額を除いて計算した帰属
収支差額比率も併せて示してみた（表 3）。
　この表 3の数値を表 2の項目⑥と比較して
みると、法人［21］の「帰属収支差額比率：
－ 16.85％⇒資産処分差額を除いた帰属収支
差額：7.58％」をはじめとして、法人［37］：
「－3 6 . 5 9％⇒－1 1 . 8 3％」、法人［ 1 6］：
　表 2は、東海 3県の 39大学法人の消費収
支計算書から、それを構成する主要項目であ
る学生生徒等納付金、補助金、基本金組入
額、人件費、教育研究経費、帰属収支差額
（＝帰属収入－消費支出）を抜き出して、帰
属収入に対する各項目の比率を記したもので
ある。
　学校法人の全般的な経営状態は、帰属収支
差額によって判断されることが多い。この帰
属収支差額は、企業会計における当期純利益
にほぼ相当するものである。各カテゴリーに
含まれる大学法人の数値を単純平均した総括
集計表 2’には（注 3）、「定員充足率 100％未満、
大学・短期大学生比率 20％以上 45％未満」
の大学群をひとくくりにすれば帰属収支差額
比率は大きなマイナス、「定員充足率 100％
以上、大学・短期大学生比率 75％以上」で
は大きなプラスとなっているが、それ以外の
カテゴリーでは帰属収支差額は帰属収入のプ
ラスマイナス 1％以内に収まっていることが
示されている。
　定員充足率
～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～
95％～ ［01］  1.07 ［02］  -7.29 ［03］ -1.19 ［04］  0.98 ［06］  7.95
90％～ ［05］ 11.29 
85％～ ［07］ 11.52
80％～ ［08］  -7.87 ［09］  8.94
［10］ 11.94
75％～ ［11］  -7.25 ［12］ 25.65 ［13］  0.89 ［14］  3.52
70％～ ［15］  9.37 ［16］  3.83 ［18］  1.83
［17］  8.71
65％～ ［19］   1.69 ［20］  8.80 ［21］  7.58
60％～ ［22］   7.06 ［23］  5.43 ［24］  1.48
55％～ ［25］  -8.48
50％～ ［26］ -3.16 ［27］  -0.97 ［28］  0.71
45％～ ［29］  -1.06 ［30］  5.47 ［31］  4.40
40％～ ［32］ -18.70 ［33］  5.23
［34］ -4.46
35％～
30％～ ［35］  -0.71 ［36］  -2.07
［37］ -12.83
［38］  -2.49
25％～
20％～ ［39］   2.62
大・短大生比率 （『私立大学財政データ』にもとづいて筆者作成）
●表 3　東海 3県の大学法人の、資産処分差額を除いて計算した帰属収支差額比率
（2010年 3月期から 2015年 3月期の間の加重平均：％）
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酌すべきであろうが、本稿ではあくまで会計
数値のみにもとづいた判断にとどまってい
る。というのも、かりに何らかの特別な事情
の概要が理解できたとしても、たとえば当該
年度の基本金組入額のうちどれだけが通常の
キャンパス整備拡張に充てられたのか、どれ
だけが大学の新設ないしキャンパス移転のた
めのものであるのかなどといったことがらを
把握することは、詳細な財務・非財務データ
を入手しえない外部者にとっては困難だから
である。
●表 2’　①学生生徒等納付金比率、②補助金比率、
③基本金組入率の総括集計表
100％未満 100％以上
75％～ ① 76.30％ ① 80.88％
② 12.11％ ②   9.34％
③   7.98％ ③ 15.23％
45％～ ① 67.48％ ① 75.93％
② 20.35％ ② 14.72％
③   6.78％ ③   8.16％
20％～ ① 63.54％
② 26.53％
③   4.90％
　表 2’’は、支出側の二大項目である人件費
と教育研究経費の帰属収入に対する比率につ
いての総括集計表である。ここでは、大学・
短期大学生比率が 75％以上、45％以上 75％
未満、のいずれのカテゴリーにおいても、定
員充足率 100％未満の大学法人のほうが充足
率 100％以上の法人よりも人件費比率、教育
研究経費比率ともに高い値が示されている。
●表 2’’　④人件費比率、⑤教育研究経費比率の総
括集計表
100％未満 100％以上
75％～ ④ 53.43％ ④ 50.39％
⑤ 32.80％ ⑤ 31.13％
45％～ ④ 61.38％ ④ 57.29％
⑤ 28.86％ ⑤ 27.37％
20％～ ④ 67.94％
⑤ 26.77％
　これは、相対的に少人数で開講せざるを得
ないところでは諸経費がどうしても割高に
なってしまうことを意味するのであろうが、
それ以外に教育研究経費に関しては、学費
ディスカウントの影響が現れている可能性も
「－ 6.67％⇒ 3.83％」など、2つの数値が大
きく相違する法人が散見される。そしてこの
表 3からは、定員充足率が 100％を超える大
学法人ではこの期間をとおした資産処分差額
控除前帰属収支差額がマイナスとなっている
ところは一つもないことが分かる。表 2’と
表 3’を比較すると、後者からは定員充足率
100％以上の法人とそうでないところとのあ
いだで明確な違いが現れているという、前者
とはまた別の姿が浮かび上がってくる。
●表 3’　資産処分差額を除いて計算した帰属収支
差額比率の総括集計表
100％未満 100％以上
75％～ 　 0.52％ 　 7.13％
45％～ 　 0.75％ 　 5.19％
20％～ － 4.18％
　表 2に戻って収入構造について見てみる
と、さきに示したとおり大学・短期大学生比
率が小さくなるにつれて補助金比率は高く、
反対に学生生徒等納付金比率は低くなる傾向
にあることが示されている（表 2’も参照さ
れたい）。そして、大学部門の定員充足率が
100％ないしは 90％を下回ると、全般的に基
本金組入率が相当に低くなることを読みとる
ことができる。
　とはいうものの、大学部門の定員充足率が
90％に満たなくても、基本金組入率が 10％
を超えているところが 3法人ある。このうち
［12］は、帰属収入に占める人件費比率が他
と比較して極端に低い一方で、施設設備取得
のための支出が相当に高いという「人件費節
約・施設設備投資型」の経営を貫いている異
色の存在として扱うほかないであろう。そし
て残りの［25］と［37］についてであるが、
ひとつはこの期間中に短期大学を母体にして
4年制大学を設立した法人、もうひとつは同
じくこの期間中にもともと短期大学があった
場所に 4年制大学のキャンパスを全面移転し
た法人である。
　このように本来ならば、ここで取り上げた
すべての大学について個別具体的な事情を斟
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第 2号基本金：将来取得するであろう固
定資産に充てるための金銭その他の資
産の額
第 3号基本金：基金として継続的に保持
し、その運用益のみを教育研究目的や
奨学目的などに充てるための金銭その
他の資産の額
第 4号基本金：日常の支払いに充てるた
めに恒常的に保有しておくべき資金の
額（消費支出の 1か月分程度）
　表 4は、2010年 3月末と 2015年 3月末の
両時点における大学法人の各号基本金の額
と、その 5年間での基本金の増減を示したも
のである。固定資産取得に係る第 1号および
第 2号基本金の増加額はこの期間の基本金増
加額の約 87％を占めていることから、基本
金組入率をもって施設設備投資水準の簡便な
指標とすることも理解できるであろう。
●表 4　2010年 3月末から 2015年 3月末までの 5
年間における全国の大学法人の基本金の
増減
（単位：百万円）
2010.3 2015.3 5年間の増減
基本金合計 17,211,798 19,149,981 1,938,183 （100.00）
第 1号基本金 15,777,508 17,534,765 1,757,257  （90.67）
第 2号基本金 564,026 499,555 -64,471  （-3.33）
第 3号基本金 634,594 865,287 230,693  （11.90）
第 4号基本金 235,671 250,374 14,703   （0.76）
（『今日の私学財政』より）
　しかし、施設設備投資に対する財政的余力
の程度を基本金組入率によって判断しようと
するさいに、それを難しくするいくつかの問
題がある。その一つは、既存施設を廃棄して
新施設を取得した場合や、借入金によって施
設設備を取得した場合に、設備投資額と基本
金組入額との間に齟齬が生じることである。
　教育研究活動に必要な資産を取得したとき
には、その価額を基本金に組入れるのが原則
であるが、現有の資産を取り替えてあらたに
同種の資産を取得したときには、廃棄された
資産に対する支出額を上回った部分だけが基
本金に組入れられる。たとえば 5億円で取得
あろう。とくに定員割れの大学のなかには、
入学者を確保するために学費の大幅減免を広
範囲に実施しているところがあるが、その学
費減免分を奨学金という名目で教育研究経費
に含めるならば、たとえ直接的な教育活動に
向けられた経費額は少なくとも、教育研究経
費の総額は大きくなってしまうからである。
　日本公認会計士協会学校法人委員会報告第
30号『授業料等の減免に関する会計処理及
び監査上の取扱いについて』では、減免分を
控除して学生生徒等納付金を表示する純額法
と、減免額控除前の額を学生生徒等納付金と
して計上したのちに奨学金として教育研究経
費に含める総額法の 2つの方法を示したうえ
で、後者の総額法が原則的な方法であると説
明されている。おそらくこの委員会報告がま
とめられた時点では、入学生確保のための学
費ディスカウントの大量発生までは想定して
いなかったことであろう（公認会計士協会が
上記報告をまとめたのは 1983年）。従来の意
味での奨学金と学費ディスカウントとのあい
だに何をもって一線を引くのかの判断はかな
り難しいが、学校法人の経営状態を観察する
ためには入学生確保のためのディスカウント
については純額法で処理するほうが望まし
い。
４.施設設備投資の水準について
　学校法人の施設設備等に対する財政的余力
の程度については、基本金組入率でもって判
断されることも少なくない。基本金は「学校
法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資
産を継続的に保持するために維持すべきも
の」（学校法人会計基準第 29条）と性格づけ
られるものであるが、それらは以下の 4種類
に分類される。
第 1号基本金：学校法人がその設立当初
に取得した固定資産、ならびにそのの
ちに規模拡大ないし教育の充実向上の
ために取得した固定資産の価額
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出額が分かりづらくなる。
　くわえてさきに示したように、基本金組入
額には基金として継続的に保持する資金など
も含まれているので、分析はさらに複雑なも
とになってしまいかねない。そこで本稿では
これらの要因の影響を避けるために、施設設
備投資への支出額の多寡をもって大学法人の
財政的余裕度を判断していくことにしたい。
　東海 3県の大学法人の、帰属収入に対する
施設設備支出額の割合は表 5のとおりであ
る。なお、全国の医歯系を除く大学法人の
2010年 3月期から 2015年 3月期の間の対帰
属収入の施設設備支出比率の加重平均値は
14.76％となっている。
　表 5には全国平均値を下回る大学法人が数
多く存在していることが示されているが、た
だし平均値を下回ったからといって、それが
ただちに施設設備への支出不足を意味するも
のとは必ずしも言えないであろう。近年の各
大学の施設設備整備の様子を見ていると、
した施設を解体してそれに代わる施設を 7億
円で建設したような場合には、従来からの組
入額 5億円をそのまま据え置いてあらたに 2
億円だけが当期の基本金組入額として追加計
上される。そのため、とくに施設設備投資の
多くが、拡張ではなく取換更新に向けられて
いるような法人に対して、基本金組入額の多
寡から財政的余裕度を判断しようとするので
あれば、たとえ十分な資力を有していたとし
ても余裕度が過小評価されてしまうおそれが
ある。
　また学校法人会計基準では、自己資金で
もって取得した固定資産の価額のみを基本金
として扱うものと規定されている。そのた
め、取得した資産の一部または全部が借入金
によって賄われたような場合には、借入金を
充てた部分はその取得時点では基本金には組
入れられず、次期以降に返済された部分だけ
が段階的に基本金に組入れられていくので、
そのときどきの施設設備投資に向けられた支
●表 5　東海 3県の大学法人の、帰属収入に対する施設設備支出比率
（2010年 3月期から 2015年 3月期の間の加重平均：％）
定員充足率
～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～
95％～ ［01］ 11.51 ［02］   4.21 ［03］ 11.12 ［04］ 24.67 ［06］ 26.92
［05］ 12.85 
90％～
85％～ ［07］ 21.83
80％～ ［08］   8.50 ［09］ 21.10
［10］ 10.17
75％～ ［11］   4.30 ［12］ 37.42 ［13］ 14.33 ［14］ 27.85
70％～ ［15］ 23.40 ［16］ 15.29 ［18］ 25.78
［17］   5.75
65％～ ［19］   6.09 ［20］ 14.54 ［21］   8.67
60％～ ［22］   5.86 ［23］ 18.89 ［24］ 12.94
55％～ ［25］ 14.10
50％～ ［26］  4.70 ［27］ 11.91 ［28］ 11.87
45％～ ［29］   3.22 ［30］   6.91 ［31］   7.87
40％～ ［32］   5.42 ［33］ 17.43
［34］ 10.24
35％～
30％～ ［35］   1.26 ［36］   2.08
［37］ 19.04
［38］   5.11
25％～
20％～ ［39］   8.92
大・短大生比率 （『私立大学財政データ』より）
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　表 7の左側の 2つの列には、全国 507法人
の土地と建設仮勘定を除く有形固定資産の簿
価ならびに減価償却累計額が記されている。
そしてこれらの合計額としての取得価額（第
3列）から、日本公認会計士協会学校法人委
員会報告第 28号『学校法人の減価償却に関
する監査上の取り扱い』を参考にして諸資産
の耐用年数を設定（第 4列）したうえで、取
得価額を耐用年数で除して年間減価償却額
（第 5列）を計算した（注 4）。
　この数値にもとづくと、土地と建設仮勘定
を除いた有形固定資産に対する年間減価償却
費の計上額は、取得価額に対して 2.49％
（356,781/14,307,220）に、また簿価に対して
は 4.55％（356,781/7,844,383）と計算され
る。したがって、土地なども加えた有形固定
資産の簿価総額（11,698,209）に対する年間
減価償却費は 3.05％（356,781/11,698,209）
になる。
　そこで、39法人の 2015年 3月 31日現在
の有形固定資産簿価に対する年間の施設設備
投資への支出額の割合を計算してみた。それ
が表 8の項目①である。表 3で示したところ
の、資産処分差額を除いて計算した帰属収支
差額比率がマイナスであった 14法人のうち、
項目①が 3.05％を上回っているのは［08］
［25］［27］［37］の 4法人である。反対に、
修正後の帰属収支差額比率はプラスであるが
項目①が 3.05％を下回っているのは［17］
［19］［22］［39］の 4法人となっている。
14.76％というこの水準がもともと過剰な投
資を含んでいる可能性を否定できないからで
ある。
　それでは、どの程度の施設設備投資への支
出が最低限必要であると判断すればいいのか
が問題となる。ここではその基準値を、施設
設備の減耗額を補償することができる水準と
とらえ、それをまかなうだけの施設設備支出
がなされているかどうかによって財政的余裕
度をみることにしたい。
　日本私立学校振興・共済事業団『今日の私
学財政』によれば、2015年 3月期の全国の
大学法人（医歯系法人を除く 507法人）の有
形固定資産総額は 11,698,209百万円であり、
それらが資産合計額 19,523,721百万円に占
める割合は 61.3％であった。また、これら
507法人の保有する有形固定資産とその内訳
は表 6のとおりとなっている。
●表 6　全国の大学法人の保有する有形固定資産
とその内訳（2015年 3月期）
（単位：百万円）
土　地 3,716,101 31.77%
建　物 6,020,726 51.47%
構 築 物 334,528 2.86%
教育研究用機器備品 449,746 3.84%
その他の機器備品 51,807 0.44%
図　書 974,892 8.33%
車　両 4,827 0.04%
建設仮勘定 137,724 1.18%
その他有形固定資産 7,857 0.07%
有形固定資産総額 11,698,209 100.00%
（『今日の私学財政』より）
（単位：百万円）
簿  価 減価償却累計 取得価額 耐用年数 年間減価償却額
建　 物 6,020,726 4,605,450 10,626,176 50年 212,524
構 築 物 334,528 755,396 1,089,924 15年 72,662
教育研究用機器備品 449,746 960,870 1,410,616 30年 47,021
その他の機器備品 51,807 81,116 132,923 10年 13,292
図　 書 974,892 16,276 991,168 　　 　　
車 　両 4,827 17,963 22,790   5年 4,558
その他有形固定資産 7,857 25,766 33,623   5年 6,725
7,844,383 6,462,837 14,307,220 356,781
（『今日の私学財政』などにもとづいて筆者作成）
●表 7　土地ならびに建設仮勘定を除く有形固定資産の簿価と減価償却累計額
ならびに年間平均減価償却額（2015年 3月期実績）
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を上回ってはいるものの、保有する金融資産
を大きく取り崩したり借入額が膨らんだりし
てしまったようなところもありえよう。そこ
で、過去 5年間での「金融資産の増加額－負
債増加額＋施設設備支出の累計額」を「減価
　しかしながら、たとえば項目①は 3.05％
を下回っているものの、必要とあればその水
準以上の施設設備投資を賄うことができるだ
けの資金を留保しているようなところもある
かもしれない。あるいは逆に項目①は 3.05％
●表 8　東海 3県の大学法人の①過去 5年間平均の施設設備支出額／2015年 3月 31日現在の
有形固定資産簿価、②過去 5年間平均の減価償却等控除前資産純増額／2015年 3月
31日現在の有形固定資産簿価（％）
定員充足率
～ 70％ 70％～ 80％～ 90％～ 100％～ 110％～ 120％～
95％～ ［01］ ① 6.18 ［02］ ① 1.52 ［03］ ① 2.10 ［04］ ① 6.50 ［06］ ① 7.68
② 5.57 ② 1.61 ② 2.86 ② 4.13 ② 5.14
［05］ ① 4.33
② 6.78 
90％～
85％～ ［07］ ① 8.69
② 7.03 
80％～ ［08］ ① 3.21 ［09］ ① 5.62
② 1.60 ② 9.57
［10］ ① 4.35
 ② 8.74
75％～ ［11］ ① 1.40 ［12］ ① 8.20 ［13］ ① 5.67 ［14］ ① 9.06
② 2.04 ② 8.11 ② 6.64 ② 3.80
70％～ ［15］ ① 8.14 ［16］ ① 4.61 ［18］ ① 6.84
② 6.57 ② 5.80 ② 5.17
［17］ ① 2.12
② 7.43 
65％～ ［19］ ① 3.03 ［20］ ① 4.97 ［21］ ① 4.69
② 5.68 ② 7.76 ② 8.00
60％～ ［22］ ① 1.62 ［23］ ① 7.23 ［24］ ① 4.90
② 5.67 ② 4.78 ② 2.04
55％～ ［25］ ① 4.04
② 0.65 
50％～ ［26］ ① 1.21 ［27］ ① 3.60 ［28］ ① 4.72
② 1.67 ② 3.96 ② 3.38 
45％～ ［29］ ① 0.57 ［30］ ① 3.30 ［31］ ① 3.56
② 2.65 ② 6.16 ② 5.87 
40％～ ［32］ ① 1.65 ［33］ ① 7.74
②-1.78 ② 6.65 
［34］ ① 2.70
② 1.92
35％～
30％～ ［35］ ① 0.40 ［36］ ① 0.73
② 3.24 ② 2.13 
［37］ ① 5.71
② 1.91
［38］ ① 2.24
② 2.74 
25％～
20％～ ［39］ ① 2.80
② 4.35
大・短大生比率 （『私立大学財政データ』にもとづいて筆者作成）
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も投資はできる限り行わずに資金の流出を食
い止める方針をとっているのかを見きわめる
ためには、いましばらくの観察期間が必要で
あることは言うまでもない。
　そして最後に、項目②がマイナスとなって
いる法人がひとつ［32］あることだけをここ
で指摘しておきたい。
●表 8’2015年 3月 31日現在の有形固定資産簿価
に対する①年間平均施設設備支出額、②
年間平均減価償却等控除前資産純増額の
総括集計表
100％未満 100％以上
75％～ ① 3.77 ① 6.49
② 3.63 ② 6.48
45％～ ① 3.08 ① 4.95
② 3.90 ② 5.78
20％～ ① 3.00
② 2.65
５.学校法人会計基準の改正に関して
　本稿は、旧基準のもとにあった 2015年 3
月期までを分析の対象とするものであるが、
あらためて言うまでもなくこの旧基準の最大
の特徴は、私立大学の経営者団体である日本
私立大学連盟でさえもが「あらかじめ一定の
いわゆる『利益』を確保したうえで人件費や
物件費に充当する」（注 6）ものと受け止められ
ている、と記すことになった基本金組入計算
が採られているところにある。2013年の学
校法人会計基準の改正にさき立って文部科学
省内に設けられた『学校法人会計基準の諸課
題に関する検討会』のまとめにおいても、た
とえば「社会一般から見て、学校法人特有の
基本金の意義や内容を理解しにくい」「収入
からの利益前取りと誤解されている」（注 7）な
どといったように、従来から指摘されていた
批判が列挙されている。
　何かと問題視されることの多かった基本金
組入制度であるが、1971（昭和 46）年の
（旧）学校法人会計基準の制定にあたって中
心的役割を果たした高橋吉之助・村山徳五郎
は、これに関して以下のような説明を加えて
償却等控除前資産純増額」と定義し、有形固
定資産簿価に対する減価償却等控除前資産純
増額の年間平均増加額の割合についても計算
してみた（注 5）。それが表 8の項目②である。
　表 8からは、修正後の帰属収支差額比率は
プラスであるが有形固定資産簿価に対する年
間の施設設備支出額の割合が 3.05％以下で
あった 4法人は、いずれも項目②については
3.05％を大きく上回っていることが分かる。
これに対して、修正後の帰属収支差額比率が
マイナスでありながらも項目①がプラスで
あった 4法人のうち、4年制大学設立の
［25］、キャンパス移転を実施した［37］、の
2法人に［08］を加えた 3つの法人は、項目
②の値が項目①に比べて大きく下回っている
ことから、施設設備整備のために資金面でか
なり無理をしているのではないかと推測され
る。
　そしていささか気がかりなのは、項目①が
1％を下回っている大学法人の存在である。
ここで用いた 3.05％という基準値は、施設
設備の規模拡張や質的向上などを無視し、か
つ耐用年数に満たない資産の取り換え更新に
ついても考慮していないところの相当に緩や
かな基準であることを考え合わせるならば、
0.40％［35］、0.57％［29］、0.73％［36］と
いった値はいかにも小さいように感じられ
る。ただし、この 3法人の項目②は、それぞ
れ 3.24％、2.65％、2.13％となっているとこ
ろから、それなりの資金留保はなされている
ことがうかがえる。
　もちろん、設備投資などは長期的スパンで
もって立案・執行されていくものであるた
め、わずか 5年間程度を対象とした分析では
その方向性をとらえきれるものではない。ま
たここでは、39法人の個別具体的な事情を
斟酌することなく、全国の大学法人の平均的
な数値を当てはめてみただけに過ぎない。し
たがって、これらの大学法人がたまたま施設
設備の整備活動期の谷間にあってそのための
資金を留保している状況にあるのか、それと
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　それでは、基本金については従来と同じ考
え方をするという文部科学省の説明を、いっ
たいどのように受け止めればいいのであろう
か。
　会計理論面からみれば、基本金を企業会計
における資本金と同様の性格を有するもので
あると位置づけて最優先で組入れる、という
説明にはもはや正当性を見出しえないであろ
う。たとえば旧基準の生みの親の一人である
村山徳五郎は、2001年 11月に日本私立大学
連盟が帰属収入から消費支出を差し引いたの
ちに基本金を控除する形式の収支計算書を提
案（注 12）したさいに、そのような方法では従
来の基本金に相当する部分は剰余金処分とと
らえることになるが、「剰余金としての基本
金は、会計の通念上、維持すべき金額とは解
されない」（注 13）と指摘した。同連盟の収支
計算書案では経常的収支と臨時的収支の区別
はなされていないなど、今回の改正で採用さ
れた活動事業収支計算書とは若干その形式を
異にするとはいえ、連盟案に対して加えられ
た村山の指摘は、今回の改正で導入された事
業活動収支計算書についてもそのまま当ては
まる。
　もっとも学校法人会計基準そのものには、
基本金は企業会計における資本金に相当する
性格のものであるといったような記述はな
い。したがってたとえば、基本金「先取り」
計算のときにはそれを資本金になぞらえて説
明されることもあったかもしれないが、それ
は文部科学省の公式見解であったわけではな
く、それが「先取り」であろうが「後取り」
であろうが、さらには資本金になぞらえよう
が剰余金処分として扱おうが、学校法人が
「諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的
に保持するために維持すべき」（注 14）額を自
前で、すなわち帰属収入のなかから確保さえ
できればそれでいいのである、といったよう
な立場をとることもありえよう。
　しかし本稿で示されたように、現在では
「諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的
いる。「企業の場合はその維持すべき金額、
つまり資本金等の元入高は法制等のたすけを
かりながら比較的明確な形で企業に流入して
くる」のに対して、学校法人の場合には「元
入高として認識すべき資金は、その流入にさ
いしてかならずしも元入高としてのレッテル
をはられていない」ので、学校法人会計基準
では「流入資金の使途にかかわらしめて『維
持すべき金額』を決定し、これを収入の総体
から自主的に区分する方法をとることにし
た」（注 8）。
　（旧）学校法人会計基準の導入を前提条件
として私立大学に対する経常費助成制度が開
始されたわけであるが、教育研究活動に係る
施設設備を基本的には自前で取得しなければ
ならない私立大学の現状を踏まえると、「元
入れ高として認識すべき資金」を「自主的に
区分」して維持するために考案されたこの基
準は、「学校法人の経営に必要な資産は自己
資金で賄われるべきである。それ以外の経常
的な収支については、人件費をも含めて国か
ら補助をする」という「行政当局の政策目
的・理念というものが貫徹できる仕組
み」（注 9）であるという評価がくわえられたり
するのも当然であろう。
　財務面からの要請を前面に押し出しすぎて
いる（注 10）消費収支計算書に代えて今回の改
正で導入された事業活動収支計算書では、経
常収支差額と特別収支差額を合計した収支尻
である「基本金組入前当年度収支差額」から
基本金組入額を差し引いて「当年度収支差
額」を計算するかたちに改められた。すなわ
ち、ここに従来のような基本金の「先取り」
計算は姿を消すこととなった。にもかかわら
ず文部科学省は、旧基準のもとでの「消費収
支計算において、基本金は、最優先で組入れ
なければならない」ものとされていたわけで
あるが、消費収支計算書が事業活動収支計算
書に変わっても「基本金は新会計基準に引き
継がれているため、同じ名称であり、同じ考
え方である」（注 11）としている。
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ている。
・運用資産＝現金預金＋引当特定預金＋有
価証券
・要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引
当金＋ 2号基本金＋ 3号基本金
　健全な法人運営を行なうためには、将来取
得するであろう固定資産に充てるための金銭
その他の資産の額（2号基本金）や、基金と
して継続的に保持してその運用益のみを教育
研究目的や奨学目的などに充てるための金銭
その他の資産の額（3号基本金）に見合う金
銭その他の資産を保有しなければならないの
は当然である。しかし、このフローチャート
はそれにとどまらず、減価償却費累計額およ
び退職給与引当金も含めた額を上回るだけの
金融資産を保有すべきであるというメッセー
ジを発信するものとなっている。
　この旧チャートが含まれている報告書は、
その名称こそ『私立学校の経営革新と経営困
難への対応』となっているが、学校法人全般
を対象とするというよりはむしろ私立大学を
設置する大学法人を想定してまとめられたも
のであることが記されている（注 17）。このよ
うな過度の資金蓄積を理想とするチャート
が、政府が全額出資する組織である日本私学
振興・共済事業団から発表されたことを、私
立大学（を擁する学校法人）としてはどのよ
うに受け止めればいいのであろうか。
　上記の報告書が発表された 2007年度の大
学法人の帰属収入に占める補助金の割合は
12.1％、大学部門だけをとれば 9.1％であっ
た。このような状況のもとで帰属収支差額
10％を目標に掲げさせるということは、経常
費補助が無くても成り立つような財政運営を
目指すべきであると主張するに等しいであろ
う。新チャートではそれがさらにエスカレー
トしている。それらに加えて、基本金は最優
先で組入れるという理念は現在にも引き継が
れていると説明する背景には、私立大学への
抜本的な財政支援策はとらずに済まそうとい
う意思が働いているように感じられる。
に保持するために維持すべき」額を確保する
ことのできない大学法人が少なからず出現し
ているものと判断される。そのような状況に
おいても、基本金の理念は引き継がれている
と主張することは、名目的（資本金のように
とらえられることもあった基本金は、現在で
は剰余金処分にその会計的性格を変えてし
まったため）にも実質的（必要な施設設備投
資資金の自前調達が難しい大学が多数出現し
ているため）にも無理であろう。
６.おわりに
　国民が安心して高等教育を受けることので
きる機会を確保するためには「学校法人自身
が経営改善に努めることが何よりも重要であ
る」（注 15）として、日本私立学校振興・共済
事業団が「教育研究キャッシュフロー」「外
部負債と運用資産の差額」「帰属収支差額」
の 3つの指標をもとに財政状態を判断するフ
ローチャートを発表したのは 2007年のこと
であった。ただしこれは旧学校法人会計基準
の財務諸表を用いるものであったため、学校
法人会計基準の改正に伴ってこのフロー
チャートにも修正が加えられることになっ
た。
　会計基準の改正に伴なって、分析に使用す
る項目などに微調整がなされるのは当然であ
ろうが、それにとどまらず新版のフロー
チャートでは、内容そのものにも大きな変更
が加えられた。それは、旧チャートのもとで
は帰属収支差額が 10％以上であれば最高位
にランクされていたものが、新チャートでは
10％以上の帰属収支差額の計上に加えて、
100％以上の積立率を達成することができな
ければ最高位が付与されなくなったという点
である（注 16）。
　あらたに分析指標に盛り込まれることに
なった積立率とは「運用資産 /要積立額」
として定義されるものであり、その分子・分
母を構成する項目はそれぞれ次のようになっ
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ほかに、専門学校を 7校、通信制・単位
制普通科高校を 1校、専門学校高等課程
を 5課程、日本語学校を 1校擁している。
電波学園傘下の諸学校の学生総数をつか
むことはできなかったが、2016年 5月 1
日現在での愛知工科大学・同大学院、愛
知工科大学自動車短期大学の学生数がそ
れぞれ 543名、337名であることに照ら
し合わせると、学生数全体に占める大学・
大学院および短大の比率はかなり低いで
あろうと考えられよう。）
・通信制課程の比率が高いので、財政のか
たちが他法人とはかなり異なるであろう
と判断される大学：日本福祉大学、愛知
産業大学（日本福祉大学の 2015年 5月 1
日現在の通学課程の学部在籍者は 5,047
名、通信課程の学部在籍者は 6,745名で
あった。なお、同校のウェブサイトには、
2017年度の入学生が卒業に必要な 124単
位を取得したときの 4年間の学費総額は
883,740円になるとのモデル事例が示さ
れている。また、愛知産業大学の同時期
の通学過程在籍者は 783名、通信教育部
在籍者は 900名であった。）
・データに欠落があった大学：名古屋女子
大学
・財政構造が全く異なる大学：豊田工業大
学
＊この分析では学校法人全体の財務諸表を
利用しているので、傘下の諸学校の数値
も含まれていることに注意されたい。な
お、複数の大学をもつ学校法人である同
朋学園（同朋大学・名古屋音楽大学・名
古屋造形大学）、中西学園（名古屋外国語
大学・名古屋学芸大学）、暁学園（四日市
大学・四日市看護医療大学）については、
注１）適切な個票データが得られなかったため、
2010年 3月期以前については取り上げてい
ない。なお、ここで利用したのは以下の諸
資料である。
・大学法人の 2010年 3月期から 2015年 3
月期までの個別財務数値：東洋経済新報
社『私立大学財政データ』（各年度版）
・2015年 5月 1日現在の学生数などの数
値：同社『大学四季報データ』（2015年
度版）および各大学法人のウェブサイト
・医歯系を除く全国の私立大学の集計財務
数値：日本私立学校振興・共済事業団
『今日の私学財政』（大学・短期大学編、
高等学校・中学校・小学校編）
ただし、分析にあたっては以下の大学を除
いている。
・医歯系学部を擁する大学：愛知学院大学・
愛知医科大学・朝日大学・藤田保健衛生
大学
・法人分割により財政の連続性が途切れた
大学：鈴鹿国際大学
・法人被吸収合併により財政の連続性が途
切れた大学：人間環境大学
・全国に展開する学校法人が擁する諸大学
のうち 1校だけが東海地区に存在する大
学：日本赤十字豊田看護大学（日本赤十
字学園は、日本赤十字看護大学、日本赤
十字北海道看護大学、日本赤十字秋田看
護大学、日本赤十字豊田看護大学、日本
赤十字広島看護大学、日本赤十字九州国
際看護大学の６大学を運営している。）　
・専門学校の比率がかなり高いので、財政
のかたちが他法人とはかなり異なるであ
ろうと判断される大学：愛知工科大学
（学校法人電波学園は、愛知工科大学・同
大学院、愛知工科大学自動車短期大学の
学生納付金 寄付金 補助金 基本金組入 帰属収入
中京大学 100,303 491 10,091 21,938 118,335
豊田工業大学 2,040 31,161 2,962 22,910 41,092
参考：2010年 3月期～ 2015年 3月期の消費収支計算書の主要項目の累計額（単位百万円）
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注 10）たとえば会田義雄は次のように評している。
「実績ないし真実を報告するという会計の特
性をはなれて、『あるべき数値』を目ざした
政策的概念をその組入れ過程に導入してい
る姿勢が問題とされる……会計基準である
前にまず財務の基準にウエイトをおき過ぎ
ている点が批判されるのである」（会田義雄
「『学校法人会計基準』を論評する」『会計
ジャーナル』1972年 7月、pp.14-15.）
注 11）文部科学省『学校法人会計基準について』
（文部科学省高等教育局私学部参事官付、平
成 28 年 8 月 23 日、http://www.mext.
go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/
siryo/__icsFiles/afieldfile/2013/06/21/ 
1336518_6.pdf、2017年 9月 15日確認）
注 12）日本私立大学連盟『新たな学校法人会計基
準の確立に向けて（中間報告）』2001年 10
月 .
注 13）村山徳五郎「学校法人会計基準の行方」
『JICPAジャーナル』No.563　JUN.2002、
p.47.
注 14）この文言に関しては、旧基準・新基準とも
（いずれも第 29条）同一である。
注 15）日本私立学校振興・共済事業団『私立学校
の経営革新と経営困難への対応』2007年 8
月、p.1.
注 16）日本私立学校振興・共済事業団『私学の経
営分析と経営改善計画』2012年 3月、p.7.
注 17）『私立学校の経営革新と経営困難への対応』
p.2.
　本稿作成にあたっては、中京大学企業研究所か
らの研究助成を受けた。ここに記して深く御礼申
し上げるものである。
「同朋大学」「名古屋外国語大学」「四日市
大学」にまとめて代表させることにした。
注２）定員充足率については大学学部のものを
採っただけであって、大学院、短期大学、
高等学校、中学校、小学校各校の定員充足
率については考慮されていないことを確認
しておきたい。
注３）ここで総括集計表の大学生・短期大学生比
率を「20％～、45％～、75％～」の 3区分
にしたのは、各カテゴリーに含まれる大学
数を平準化するためであって、何らかの定
性的な理由によるものではない。
注４）この表に図書減価償却費が計上されていな
いのは、日本公認会計士協会学校法人委員
会報告第 28号に「図書については減価償却
をしないのが原則である」「合理的な耐用年
数を定めるに足る資料がない」と記されて
あるためである。なお、ここでは残存価額
をゼロとして計算している。
注５）貸借対照表の「その他固定資産」のなかに
は、各種特定預金（資産）や有価証券、貸
付金以外にも、借地権、電話加入権、施設
利用権なども含まれている。『今日の私学財
政』によれば 2015年 3月期の医歯系を除く
500法人の実績では、その他固定資産合計
4,795,761百万円のうち借地権、電話加入権、
施設利用権の合計が 33,695百万円、「その
他」に区分されているものが 209,125百万
円であるが、ここではその他固定資産をす
べて金融資産として扱っている。
注６）日本私立大学連盟学校会計委員会『新たな
学校法人会計基準の確立に向けて（中間報
告）』2001年、p.3.
注７）学校法人会計基準の諸課題に関する検討会
『学校法人会計基準の諸課題に関する検討に
ついて（課題の整理）』2012年、p.3.
注８）高橋吉之助、村山徳五郎『学校法人会計の
理論』国元書房、1968年、pp.77-78.
注９）角瀬保雄『私立大学財政の現状と将来』国
庫助成に関する私立大学教授会関東連絡協
議会、1996年、p.5．
